
１　令和2年度 宮崎市国民健康保険特別会計3月補正予算（案）について

【歳入】

現計予算額 補正予算額 最終予算額

①国民健康保険税 ①国民健康保険税 8,160,388 63,237 8,223,625 

医療給付費分 5,639,331 58,288 5,697,619 

後期高齢者支援金分 1,891,632 11,800 1,903,432 

介護納付金分 629,425 ▲ 6,851 622,574 

⑤県支出金 ②一部負担金 4 0 4 

⇒決算見込みに伴う減額補正。
③使用料及び手数料 8,530 ▲ 540 7,990 

○普通交付金 ④国庫支出金 30,640 28,074 58,714 

0 28,074 28,074 

⑤県支出金 31,375,112 ▲ 775,196 30,599,916 

30,491,860 ▲ 755,010 29,736,850 

883,252 ▲ 20,186 863,066 

保険者努力支援分 170,342 0 170,342 

特別調整交付金分 421,629 0 421,629 

都道府県繰入金(2号分) 191,499 0 191,499 

⑦繰入金 特定健康診査等負担分 99,782 ▲ 20,186 79,596 

○保険基盤安定繰入金(保険税軽減分) ⑥財産収入 217 0 217 

⑦繰入金 4,591,560 ▲ 120,324 4,471,236 

一般会計繰入金 4,248,614 ▲ 59,913 4,188,701 

保険基盤安定繰入金(保険税軽減分) 1,716,707 ▲ 2,414 1,714,293 

○保険基盤安定繰入金(保険者支援分) 保険基盤安定繰入金(保険者支援分) 895,520 7,155 902,675 

職員給与費等繰入金 709,165 ▲ 23,389 685,776 

出産育児一時金等繰入金 108,987 0 108,987 

財政安定化支援事業繰入金 640,180 ▲ 41,265 598,915 

その他一般会計繰入金 178,055 0 178,055 

⑧繰越金 5,222 ▲ 764 4,458 

運営基金繰入金 337,724 ▲ 59,647 278,077 

⑧繰越金 1 47,680 47,681 

⑨諸収入 ⑨諸収入 67,449 16,162 83,611 

合計 44,233,901 ▲ 740,907 43,492,994 

科目

国民健康保険災害臨時特例補助金

保険給付費等交付金(普通交付金)

○特別交付金
（特定健康診査等負担分）

保険給付費等交付金(特別交付金)

後期高齢者医療特別会計繰入金

令和元年度決算剰余金から基金積立額を除いた
もの。

延滞金、第三者行為求償納付金、返納金、雑入
等。

被保険者から徴収する税で国民健康保険事業に
要する経費に充てられる。主に国民健康保険事
業費納付金や保健事業等の財源となるもの。
⇒決算見込みに伴う増額補正。

平成30年度の国民健康保険都道府県単位化に伴
い設けられた交付金。市町村が負担する療養の
給付、療養費、高額療養費等に要する費用につ
いて、県が市町村に交付するもの。
⇒保険給付費等の減に伴う減額補正。

特定健康診査に要する事業費について、国・
県・市で3分の1ずつ負担するもの。
⇒事業費の減に伴う減額補正。

低所得者が多い国保の構造的課題に対応するた
め、法律で保険税の軽減を規定し、その軽減相
当額を公費で補填するもの。県が補填額の4分
の3に相当する額を負担するもの。
⇒実績に応じた減額補正。

低所得者を多く抱える市町村を支援するため、
保険税軽減対象者数に応じて平均保険税の一定
割合を公費で補填するもの。
⇒実績に応じた増額補正。



【歳出】 (単位：千円)

科目 現計予算額 補正予算額 最終予算額

①総務費 764,392 ▲ 26,374 738,018 ①総務費

職員給与費 387,761 ▲ 27,544 360,217 

事務費 376,631 1,170 377,801 

②保険給付費 30,746,748 ▲ 754,010 29,992,738 

療養諸費 26,613,518 ▲ 700,010 25,913,508 ②保険給付費

療養給付費 26,301,010 ▲ 700,010 25,601,000 

療養費 231,100 0 231,100 

審査支払手数料 81,408 0 81,408 

高額療養費 3,959,600 ▲ 55,000 3,904,600 

高額療養費 3,956,000 ▲ 55,000 3,901,000 

高額介護合算療養費 3,600 0 3,600 

出産育児諸費 163,480 0 163,480 ④保健事業費

葬祭諸費 10,000 0 10,000 ○特定健康診査等事業費

移送費 150 0 150 

傷病手当金 0 1,000 1,000 

③国民健康保険事業費納付金 12,291,281 0 12,291,281 ○その他の給付費

④保健事業費 342,231 ▲ 5,482 336,749 

特定健康診査等事業費 275,960 ▲ 5,474 270,486 

その他の給付費 66,271 ▲ 8 66,263 

⑤基金積立金 217 0 217 

⑥公債費 160 0 160 ⑦諸支出金

⑦諸支出金 67,633 44,959 112,592 ○償還金

還付金 43,000 0 43,000 

償還金 23,552 44,959 68,511 

還付加算金 1,030 0 1,030 

繰出金 51 0 51 

直営診療施設勘定繰出金 51 0 51 

⑧予備費 21,239 0 21,239 

⑨繰上充用費 0 0 0 

合計 44,233,901 ▲ 740,907 43,492,994 

⇒当初見込みより受診者が減少したことに
伴う減額補正。

⇒国民健康保険業務に従事する職員給与費
を減額補正。

被保険者が医療機関を受診した際の一部負
担金を除いた現物給付等、医療費の保険者
負担分や出産育児一時金、葬祭費。
⇒決算見込みに伴う減額補正。

はり・きゅう・あんま施術事業に関するも
の。
⇒実績に応じた減額補正。

本年度徴収した過年度分の第三者行為求償
等の返納金を県へ償還するもの。実績に応
じて増額補正。

資料１


